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1 三重県新風水害対策行動計画（仮称）の策定状況について

1 策定状況

「三重県新風水害対策行動計画（仮称） Jの策定については、平成 26年

1 2月の常任委員会で「素案Jをお示しして以降、有識者による専門部会で

の検討等を経て、同月末に「中間案Iをまとめるとともに、引き続き、 「パ

ブリックコメントによる意見募集j を実施するなど、検討を重ねているとこ

ろです。

このたび、現在の策定状況について、 「中間案・改訂版Jとして、再度、

とりまとめを行いました。

( 1 ）パブリックコメントの結果概要（資料 1 (3頁）参照）

平成26年 12Jl25日（木）から平成27年1月23日（金）までの問、

パブリックコメントによる意見募集を行ったところ、 30件のご意見があり

ました。いただいたご意見をふまえ、本文を一部、加筆修正します。

( 2）中間案からの主な追記事項（別冊1参照）

中間案から、以下の追記等合行います。

①「第2章 計画策定の背景～近年の災害事例から見えてきた課題～」を

一部加筆

1月8日に、広島市「8.20豪雨災害における避難対策等検証部会」の最

終報告が出されたため、その報告内容を反映します。

②「第5章 課題解決に向けた重点的取組」を一部加筆

重点的取組4 「『地域の組織力』を発持できる妨災人材を育成・活用す

るための対策」について、消防司と自主防災組織の充実・強化を図り、二

つの組織が組織の力を真に発揮するための人づくりの新たな仕組みの構築

にかかる記述を加筆します。

③有識者インタピュ…記事、コラム記事の挿入

本計画に掲載した取組の目的や意義など、より深い理解の促進につなが

るよう、有識者から聴取したインタビ、ュー記事や、過去の風水害の教訓等

を紹介したコラム記事を挿入します。
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【有識者インタビュー記事、コラム記事一覧】

（有識者インタビュー〉 （コフム〉

草野富士雄氏 伊勢湾台風～我が国における史上最大級 I 16 
11 （津地方気象台台長）

6R 
の風水害～

21 新｛元紀宝パ明町生特氏別参与） 日1 2 「風ざ台ま風1lニ、持「雨つ台風」・・・。台風はさJ 20 
ま な表情を

葛葉泰久氏
31 （三震大学大学院生物資源学研究科教授）

100 3 高槻はなぜ起こるの？ I 53 

41 室（公崎益財益団法輝入ひ氏ょうさ震災記企21世紀研究機構副理事長） 108 .. 4 急な気温の•／＇.＇·変化は何かが起こる前の予兆I 55 
とA：，；にとめる

新谷琴江氏
5 

「県北部海抜ゼロメ｝トノレ地帯対策協議 I go 
51 （伊勢市消防団、みえ防災コ」ディネ｝ター）

117 
会Jによる防災・減災対策の検討

61多C森気象成予子報氏士、気象キヤスタ｝） 130 6 土土砂砂災災害害か情報ら提身供を守シスるテたムめjにの～活f用三～重県1l .99 

奥野幸司氏 2階に避難して正解～分かっていたなら I 107 
71 （津市危機管理部次長）

136 
もっと準備していたのに～

森大亨台氏町総s I ( 務課特命監）
137 8 みえ防災・減災センターがめざすぢの

川口淳氏
9 

防災情報の入手先～平成 26年度防災に jI 128 
91 （三重大学大学院工学研究科准教授）

147 
関する県民意識調査から～

101 i河（北三重冠県氏立南伊勢高等学校校長） 171 10 避難7行エ動ュアのル原作則成～ガ避イ難勧甘ラ告等の判断’「円l129 
遥 ドライシから～

松浦信男氏 I 1家庭での防災対策の状況～平成 26年度 I 146 
11 I （万協製薬株式会社代表取締役社長）

186 
防災に関する県民意識調査から～

121 高〈地瀬方独立幸行次政法郎λ氏三重県立総合医聾セジター理事長，院長） 12 fいままで大丈夫だったからjは危ない I160 

磯不日勅子氏
13 

前もって避難の方向を決めていた～山崩 I 161 
131 （三重大学医学部看護学科教授） 232 

れに迷わず避難、命助かる～

若林千児害枝ボ子ラ氏 センタ』元事務局長）141 （みえ災害ボ ンテイア支援 237 14 各地域地域に密着L、i主民の安全・安心を守る1167 
の消防団

151 河田 f.i';昭氏
倒西大字社会安全学部・社会安全研究セント理事 6セント長，教授）

むすびに 15 
活発な活動を行っている自主妨災総織の I 168 
事例に学び、さらに交流を深める

16 Eら真のし中の、おに要と援し護よ者り名の安簿否～確す認ば～や主4λ纂I 176・ 

171震が激しく鳴ったら大雨に注意 I 201 

181避ず難各所は恵まれえた場を所してとは限らない～ま I 231 
家庭で、備え おζう～

2 今後の進め方

引き続き、有識者インタビューの追加や写真等の挿入、巻末の参考資料の

作成など、誌面のさらなる充実を図ることにより、平成 27年 3月の公表に

向けて、引き続き、策定作業を進めていきます。
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資料1

三重県新風水害対策行動計回（仮称）（中間案）に対する

パブリックコメントの結果概要

1 意見募集期間

平成 26年 12月 25臼（木）～平成27年 1月23日（金）

2 周知方法

( 1 ）県政記者クラブへの資料提供

( 2）三葉県ホームページ（三重県、三重県防災対策部、三重の情報公開）への掲

載

( 3）市町及び防災関係機関あての意見照会

( 4）防災企爾・地域支援課及び三重県情報公開・個人情報総合窓口での配布

3 意見募集の結果

( 1 ）意見提出の方法

！ 郵送 ｜ファクシミリ

I o I o 
電子メール

9 

f
ず

e

一

A
口
9

(2）項目別延べ意見数（意見件数）

項 目 意見数

全体的な意見 6 

第1章 計商策定の背景～近年の災害事例と国・県の取組～ 6 

第2章 計画策定の背景～近年の災害事例から見えてきた課題～ 。
第3章計画の基本的な考え方 。
第4章計画の基本事項 。
第5章課題解決に向けた重点的取組 15 

第6章行動計画 3 

参考資料 。
その他 。

メ口札 言十 30 

3 



4 意見に対する対応

( 1 ）対応状況

項 目 意見数

①文章の修正、記述の追加等により、計画に反映するもの 5 

②既に計画に反映しているもの 8 

③今後の施策や事業の実施において検討・対応するもの 7 

④何らかの環由で、計画案に反映することが難しいもの 9 

⑤その他（質問、感想、個別事案、他制度への意見等） 1 

l口"- 計

( 2）意見とその対応

（全体的な意見）

意見概要

1 土砂災害対策を充実していただきた

し、。

2 子どもたちへの防災教育の重要性と

それを教える教職員の教育の重要性や

行動計画の記載が必要である。

3 また、住民周知のための市町への支援

も必要ではないか。

4 

30 

対応

② 第5章において、「土砂災害危険箇所にお

ける土砂災害防止施設整備の推進」、「土砂

災害警戒区域等の指定に必要な基礎調査の

推進」等を「重点的取組2Jに掲げていま

す。ご意見をふまえ、土砂災害対策の推進

に取り組んでいきます。

② 第6章に、施策3 「防災教育の推進」を

設け、「防災ノート等の活用による防災教育

の推進J、「教職員研修の充実」等の行動項

自を掲げています。

ご意見をふまえ、引き続き、防災教育の

推進に取り組んで、いきます。

② 第6章に、施策 14「市町防災力の向上に

向けた支援Jを設け、市町が取り組むハザ

ードマップ（洪水・内水・土砂災害）の作

成支援にかかる行動項目を掲げるなど、市

町への支援に取り組んでいきます。

また、住民への防災啓発（周知）につい

ては、第5章の「重点的取組5」において、

「風水害に関する防災啓発の推進」等の行

動項目を掲げており、市町と連携して周知

に努めていきます。



意見概要 対応

4 国から避難に関するガイドラインが ② 第 5章の「重点的取組6Jにおいて、「市

示されたが、このガイドラインで示され 町における避難勧告等にかかる基準の整

た避難の考え方について、県と市町が連 備・再点検の促進」という行動項呂を掲げ

携して住民周知を進める必要がある。 ています。

この取組を通じて、国から示されたガイ

ドラインを活用し、市町に対して、避難勧

告等にかかる基準の整備・再点検の実施を

促していくとともに、毎年、「三重県市町等

防災対策会議j を開催し、市町が避難勧告

等を発令する際の参考となるような情報交

換や実際の運用における対応検誌等を行っ

ていく旨、明記しているところです。

5 災害対策基本法の一部改Eにより、自 ④ 平成 25年の災害対策基本法の改正によ

． ら避難することが困難な者であって、そ り、避難行動要支援者名簿の作成にかかる

6 の円滑かっ迅速な避難の確保を図るた 規定が新たに設けられたところですが、現

め、特に支援を要する者を「避難行動要 状として、災害時要援護者という名称の方

支援者」としているが、中間案では、「災 が、県民の皆さんをはじめ多くの関係者に

害時要援護者」という用語が多く用いら とっては、より浸透・定着しているのでは

れている。国の防災基本計画に沿った対 ないかと思われます。

応が必要ではないか。（他、同様の意見 そのため、本計画の上位計画である「コ

l件） 重県地域防災計画（風水害等対策編）Jにお

いても、災害時要援護者を定義したうえで、

その名称を用いることとしており、本計画

でも向様としたいと考えています。

なお、前述した法律に基づく名簿につき

ましては、本計画においても、「避難行動要

支援者名簿に基づく個別計画の整備促進」

という行動項目において、取組を掲げてい

るところです。
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（第1章 計画策定の背景～近年の災害事例と国・呆の取組～）

意見概要 対応

7 「台風の発生傾向Jの記述について、 ① ご紹介いただいたレポートを参考とする

「気象変動監視レポート 2013（気象庁）」 とともに、ご意見をふまえ、「台風の発生傾

を参考としていただきたい。特に、「台 向Jの副題を「巨大化する台風Jから「強

風の巨大化」については、気象庁におい い勢力の台風が発生」に修正します。

て観測されていない。

8 「大雨の発生傾向」の記述について、 ④ ご紹介いただいたレポ｝トを参考とし

「気象変動監視レポート 2013（気象庁）」 て、短時間強雨発生回数のグラフに反映し

を参考としていただきたい。三重県内の ました。

アメダスによる観測回数は、台風等によ なお、ご意見のあった変化傾向について

る変動が大きいことから変化傾向はな は、台風等による年々の変動はあるものの、

いと推察される。 より現実感を持って、強い雨の発生状況を

読者に伝えていくため、過去 30年聞を 10

年単位で分け、 1年あたりの平均発生回数

を県において独自に算出して示したもので

すので、ご理解をいただきますようお願い

します。

9 「竜巻の発生状況」について、平成 22 ① ご意見合ふまえ、「全国の竜巻注意情報の

年5月の竜巻発生確度ナウキャストの 発表回数Jのグラフについて、注意書きを

提供開始に伴い、竜巻注意情報の発表基 加筆するとともに、本文を一部修正しまし

準が変更されたことから、その前後の発 た。

表回数については、単純に比較すること

はできない。

10 行動計画の中で雪害も一部記載があ ② 雪の被害については、本県にも大きな影

るが、雪害は対策の対象としているの 響があった平成26年2月の大雪に伴う生活

か。もし、対象としているならば重点的 支障について、第I章及び第2章で記載し

取組や行動項目の記載が必要ではない ています。

か。 対策については、降雪に伴う孤立の発生

という観点で、第5章の「重点的取組7J

で触れるとともに、「孤立化を防止するため

の避難所等における整備促進J、「停電、断

水、道路途絶等に備えるための個人備蓄の

促進」等の行動項目を掲げています。

ら



意見概要 対応

11 伊勢湾台風のコラム記事について、写 ⑤ 本写真については、「輪中の郷（桑名市）J 

真の出典先を確認されたい。 から提供いただいたものを掲載していま

す。

12 被災市町の情報収集を行うため、県職 ② ご意見については、平成26年台風第 11

員の市町への派遣をさらに充実してい 号にかかる対応検証の中でも同様の意見が

ただきたい。 出されており、平成 26年 11月に公表した

同検証結果の中で、「被害が予想される場合

などの事前派遣も含めた具体的な運用につ

いては、今後とも各市町と調整のうえ対応

する。」との旨、明記するとともに、本計画

の第2章においても記載したところです。

（第5章課題解決に向けた重点的取組）

意見概要 対応

13 タイムラインは、各防災関係機関や住 ③ タイムラインの検討においては、第5主主

民が災害発生前からイ可をすべきかを把 に記載したとおり、まずは県災害対策本部

援し、行動することにより被害を軽減す による災害対応を中心として、「三重県版タ

ることを目的としている防災行動計画 イムライン（仮称）Jの策定に取り組んでい

であり、有効なものと考える。しかし、 くこととしていますが、その検討にあたっ

住民が避難行動を取れなければ意味が ては、県民の皆さんの事前の備えや的確な

ないため、「三重県版タイムライン」を 避難行動につながるようなものとしていき

策定する場合は、住民の行動について、 たいと考えています。

重視したものとする必要がある。

14 県においてタイムラインを導入する ③ ご意見をふまえ、市町をはじめ隠係機関

にあたっては、事前に市町等と十分協議 との協議を十分に行いながら、検討を進め

を行った上で進めていただきたい。 ていきます。

15 三重県防災情報プラットフォームの ③ ご意見をふまえ、三重県防災情報プラッ

構築にあたっては、県から消防庁への報 トフオ｝ムの構築にあたっては、二重にシ

舎を目的として、システム構築を行う ステム入力を行わなくて済むよう、十分に

と、市町の災害対策本部の手間が増える 意見交換をさせていただき、県と市町が共

（二重でのシステム管理等）。市町の意 に利用できるシステムにしていきたいと考

見を十分に反映させて、県・市町双方の えています。

手間を減らすことができるシステムを

構築していただきたい。
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意見概要 対応

16 「学校における児童生徒の安全確保j ③ 台風接近時の直前対策については、検討

について、保育園、幼稚園もあわせて検 と試行を繰り返し、効果を確認しながら水

討しないのか。 平展開していく必要があることから、まず

は、児童生徒の安全を確保するための対策

検討から、取組に着手していきたいと考え

ています。

ご意見については、今後、市町とも協議

していく中での検討課題とさせていただき

ます。

17 広域避難についての課題認識が十分 ① 県境を越える調整が必要な部分について

でない。木曽三川lを渡つての避難となる は、「東海三県一市・木曽三）11下流域等にお

ため、交通渋滞対策が必要であり、また、 ける防災対策連絡会議」において検討を進

県境を越えて他県からの避難民の受け めていることから、ご意見をふまえ、第5

入れも視野に入れた対応が必要である。 章の「重点的取組 1Jにその旨の記述を加

筆しました。

18 風水害に対しては、「先を見越した対 ④ 台風が接近した際、乗客の安全を考慮し、

応をとるということが災害対応の主流 事前に運休告知を行う交通事業者の取組

になりつつあるのではないか。Jとの事 は、過去にも多くの事例があります。

例で、 JR東海と JR西日本を挙げてい そうした中で、第5章で取り上げた事例

るが、いずれも賛否両論があるので、相 は、これまでにない大規模な対応であった

応しくないと考える。 め、報道でも大きく取り上げられた旨を紹

介したものです。

先を見越し、減災につなげていく対応の

一例として掲載したものですので、ご理解

をいただきますようお願いします。

なお、ご意見の趣旨をふまえ、「災害対応

の主流になりつつある」との記載を、「災害

対応において重視されてきている」との語

句に修正しました。

19 河川の水位情報の提供や浸水予測の ② 第5章の「重点的取組3Jにおいて、「迅

取組をさらに進めていただきたい。（他、 速な避難に資する情報提供の推進（釘）II浸

20 同様の意見 11'牛） 水想定区域図の作成、水位情報の提供）」と

いう行動項目を掲げており、取組を進めて

いきます。
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意見概要 対応

21 「垂直避難j についての周知を進めて ① ご意見をふまえ、「垂直避難」の考え方に

いく必要がある。 ついて、学識経験者に述べていただき、第

5章の「重点的取組3Jに、「有識者インタ

ビュー」の記事合掲載しました。今後、本

計画の周知を通じて、ご意見のあった周知

についても進めていきます。

22 国の「避難勧告等の判断・伝達マニュ ③ ご指摘の「洪水時家屋倒壊危険ゾーン」

アル作成ガイドライン」で触れられてい については、平成 26年3月に国が策定した

る「洪水時家展倒壊危険ゾーン」の設定 「浸水想定区域図作成マニュアノレ（改訂

について、浸水面積が大きい河川や、今 版）」に設定方法が示されています。しかし

後、浸水想定区域を設定する何）I ［から、 ながら、浸水想定を実施する際の基礎的な

検討を行つてはどうか。洪水時に垂直遊 諾元である対象降雨の考え方等について、

難を行ってもよいエリアを示すのに役 国が再検討を実施していることから、国土

立っと思われる。 交通省をはじめ近隣県等においても、「洪水

時家屋倒壊危険ゾーン」の設定が進んでい

ないのが現状です。ご意見をふまえ、今後

とも国土交通省等との情報共有に努め、新

たに浸水想定区域図を作成する場合は、改

訂版マニュアルに基づき、「洪水時家屋倒壊

危険ゾーン」を設定するほか、既に浸水想

定区域図を作成済の河川lについて、見直し

の必要性について検討していきます。

23 近年のゲリラ豪雨に対しての市街化 ④ 本計画では、紀伊半島大水害、平成 26年

区域の浸水対策や、内7）＜ハザードマップ 8月豪雨等によりもたらされた災害事例の

についての記載について検討してはど 検証などをふまえ、課題整理や対策検討を

うか。 行っています。そのことから、内水j巴滋の

取組については、第6章において、施策5

「風水害lこ強し、まちづくりの推進（水害・

高潮対策）Jを設け、「市町が取り組む内水

ノ、ザードマップの作成支援」、「道路冠水対

策の推進」等の行動項目を掲げるとともに、

第5章の「重点的取組3」では、河川洪水

に備えた対策を取り上げ、浸水被害の軽減

に取り組んでいきますので、ご理解をいた

だきますようお願いします。
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意見概要 対応

24 I 本県は、伊勢湾台風で高潮による大き！④

• Iな被害を受けているが、高潮対策につい

高潮対策については、第5章の「重点的

取組3」において海岸保全施設の整備を推

進していくほか、「重点的取組 1Jでは、国

の「米国ハリケーン・サンディに関する国

土交通省・防災関連学会合同調盗団」によ

る報告書において、巨大台風が引き起こす

大規模災害について、特に対策をとること

が必要とされた地域の一つに海抜ゼロメー

トル地帯に触れており、これらの取組を進

めていくための行動計画を掲げています。

25 Iての取組や今後の方針等の記載が少な

いように思われる。また、高潮からの避

難対策を推進するためには、高潮による

浸水予測が必要であると思われる。海岸

堤防の整備も重要であるが、どこまで避

難すれば良いのかを示すため、高潮浸水

予測図の作成を検討してはどうか。（他、

同様の意見1件）

なお、ご意見のあった高潮浸水予測に基

づく避難対策につきまして、現在、本県の

沿岸地域では、平成 26年3月に公表した南

海トラフ地震の津波浸水予測図を基に、地

域・市町とともに避難体制の整備に力を入

れているところですので、こちらを最優先

の課題として取り組んでいきたいと考えて

います。

26 I 津市の防災行政無線について、話し方！①｜ ご意見をふまえ、第5章の「重点的取組

27 

だけではなくチャイムからサイレンへ I I s」の記述を加筆しました。

の改善も行っている。

市町が事前に定めた避難にかかる判

断の基準について、その基準を超過した

場合、県から市町に対して避難勧告等の

発令を促すことができないか。対応の遅

れやミスを防ぐチェック機能になると

考える。人的な管理が難しい場合には、

三重県防災情報プラットフォームにア

ラート機能をつけることも検討してい

ただきたい。（河川については県、国管

理とも）

③｜ 避難にかかる判断については、現場の状

況確認や今後の気象予測なども含めての総

合的な判断が求められるものであると考え

ます。

三重県防災情報プラットフォームにアラ

ート機能を設けることについては、数値基

準が必要です。

第5主主の「重点的取組6Jにおいて、「今

後は、毎年、出水期までに、『三重県市町等

防災対策会議』を開催することとし、災害

対応に向けての連絡体制の確認や情報共有

等を図る。j旨、明記しているところであり、

同会議等を通じて必要な情報交換を行って

いきたいと考えています。

10 



（第6章行動計画）

意見概要 対応

28 指標について、全体として母数がある ④ 行動項目の目標については、毎年、進行

ものは%を示した方が分かりやすいの 管理ができるよう、取組量や進捗率など可

ではないか。 能な限り数値目標を掲げたところです。

その際、%表示の目標設定では、計画期

問中に数値変動が見込まれないような行動

項目については、取組量を目標値（整備率

ではなく整備延長）とするなどの配慮を行

っていますので、ご理解をいただきますよ

うお願いします。

29 行動項目「市町が取り組む洪水ノ、ザ｝ ④ ご意見のとおり、河川管理者が浸水想定

ドマップの作成支援」の目標項目を「公 区域図を作成し、市町はそれを基縫資料と

表した市町数」としていることについ してハザードマップを作成するという役割

て、市町は、河川管理者が作成した浸水 分担となっています。

？国定区域図に基づき、ハザードマップを そのため、それぞれの取組の実施年度は、

作成する必要がある。そのため、目標値 後者の取組が後年度となることが多く、ご

の分母は、浸水想定区域図を作成した河 意見の趣旨に沿った目標設定とした場合、

) 11数にならないか。（国管理も含む） 同一年度における市町毎の取組の進捗状況

を正しく捉えることが難しくなるのではな

いかと考えます。

そこで、本計画では、洪水ノ、ザードマッ

プのほか、内水、土砂災害のハザードマツ

プの作成支援にかかる目標項目は、「公表し

た市町数（累計）」として統ーしているとこ

ろですので、ご理解をいただきますようお

顔いします。

30 上水道等のライフラインの確保につ ④ ご意見のあった取組については、平成 26

いて、下水道Bc Pの策定状況について 年3月に公表した「三重県新地震・津波対

触れることができないか。 策行動計筒j の施策 20「ライフライン・生

活環境の復旧対策の推進」において、「下水

道地震・津波Bc P計爾の策定」という行

動項目を掲げているところです。同計画の

推進を通じて、取組を進めていきますので、

ご理解をいただきますようお願いします。
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2 三重県地域防災計聞（風水害等対策編）の見直しについて

1 地域防災計画の見直し作業の状況

「三重県地域防災計画（風水害等対策編） Jについては、現在、平成 27年

3月の公表に向けた策定作業主7進めています。

今回の見直しでは、以下の見直し方針に基づき、新たな対策を計画に加えま

す。

① 平成 23年の紀伊半島大水害合はじめとする県内外で発生した近年の風

水害等の事例カミら得られた教訓！をもとに、台風発生等から発災までのリー

ドタイムを活用した事前の減災対策の考え方を盛り込むとともに、将来の

事前防災計画（三重県版タイムライン）の策定に向けた方針を示す。

② 近年頻発する局地的大雨や竜巻など、時間的余裕のない突発的な気象事象

や、ひとたび県内で発生すると大きな社会的混乱を生じるおそれのある大

雪など、特定の自然災害を対象とした減災対策に取り組む。

③ 風水害以外の事故等災害対策に、新たに原子力災害対策を加える。

また、地震・津波対策と風水害等対策とで共通する内容については、昨年度

に見直しを行った三重県地域防災計画（地震・津波対策編）の内容を取り入れ

るなど、地震・津波対策編と風水害等対策編との整合を図ることとしています。

現在、この方針に沿って関係部局や市町、防災関係機関等とともに、修正作

業を進めています。

2 地域防災計画の見直し概要

地域防災計画の見直しの概要は資料2 ( 1 4頁）のとおりです。

資料2は、三重県地域防災計画（風水害等対策編）の内容を、各部、章ごと

に概要としてまとめたものです。

0 「第1部 総則」では、従来の計画の目的・方針や計画関係者の責務等に加

え、計画の見直し方針及びその背景となる三重県の地形的・社会的特質や、

県内で発生した是正往の風水害事例などの三重県が置かれている現状を新た

に書き加えます。
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0 「第2部 災害予防・減災対策Jでは、地域防災計画（地震・津波対策編）

との整合を図り、各節ごとに「防災・減災重点目標」を定めるなど様式を改

めるとともに、特に自助・共助による対策の強化や防災体制の整備に力点を

置いて構成を見直しました。また、局地的大雨、竜巻、雪害等に対する予防

対策を新たに記載します。

0 「第3部 台風接近時等の減災対策」は、現在実施すべき事前の防災・減災

対策について記載する第1章から第3章に加え、これら現行の取組を充実・強

化するための将来計画（＝三重県版タイムライン）の導入方針等について記

載する第0章を特別に設けた構成とし、三重県がめざすタイムラインの考え

方に基づく事前防災・減災対策の全体像を示します。

0 「第4部発災直後の応急対策」では、従来の「第3章災害応急対策計画」

の内容のうち、災害が発生した直後に取り組むべき、緊急性の高い応急対策

活動の内容や、局地的大雨、竜巻、雪害等による発災後の対策を盛り込みま

した。また、紀伊半島大水害など、近年の災害事例等での知見から得た対策

を加えます。

0 「第5部被災者支援・復旧対策j では、従来の「第3章災害応急対策計

画」の内容のうち、被災者支援に関する内容や被災後の復旧に関する内容、

および従来の「第4章 災害復旧計画Jの内容をもとに、対策を再構築しま

す。

0 「第6部 事故等による災害対策」では、従来の計画の内容のうち、危険物

施設等の重大事故や大規模火災・林野火災などの事故等対策を、自然災害と

は別建てにしてまとめて記載するとともに、新たに原子力災害対策を加えま

す。

3 今後の進め方

関係部局や市町、防災関係機関等への意見照会等を通じて修正作業を進め、

最終案については3月 6日（金）の常任委員会でお示しすることとしています。

なお、災害対策基本法第40条の規定により、都道府県地域防災計画は、都道

府県防災会議が作成し、必要に応じて修正をするものとされていることから、

3月19日（木）に開催予定の三重県防災会議に本計画の修正案を審議事項と

して諮り、承認を受けた後、公表を行うこととしています。
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三重県地域防災計画〈風水害等対策編）の見直しについて ｜資料 21

『第1部総則」では、『第1章計画の目的・方針」を明記するとするともに、「第3章三重県の特質及び既往の風水害等」を新設し、三重県

の置かれた現状を示すなど、本計画で三重県のめざす風水害等対策のあり方を明らかにする。

、

」A

.孟童謡亙盃匝... ※ 基本的に、地震・津波対策編とほぼ

問機の見直し

計画の目的 ※ 従来どおり

この計画は、基本法（昭和36年法律第223号）第40条の規定に基づき、県防災会議が作成する
計画であり、県の地域に係る災害対策を、各防災関係機関が総合的、計画的に推進し、県の地
域並びに住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって社会秩序の維持と公共の福祉を
確保することを目的とする。

計画の基本方針 ※従来どおり

この計画は、防災機関の実施責任を明確にするとともに、各防災関係機関相互の防災対策を
緊密かつ円滑に推進するための基本的大綱を示すもので、その実施細目については、各機関
ごとに具体的な活動計画を別に定めることとする。
なお、各機関は、この計画の習熟に努め、併せて地域住民への周知を図るものとする。

計画の見直し方針 ※ 新規追加

①平成23年の紀伊半島大水害をはじめとする県内外で発生した近年の風水害等の事例から
得られた教訓をもとに、 台風発生等から発災までのリードタイムを活用した事前の減災対策
の考え方を盛り込むとともに、将来の事前防災計画（三重県版タイムライン）の策定に向けた
方針を示す。

②近年頻発する局地的大雨や竜巻など、時間的余裕のない突発的な気象事象や、ひとたび県
内で発生すると大きな社会的混乱を生じるおそれのある大雪など、 特定の自然災害を対象
とした減災対策に取り組む。

③風水害以外の事故等災害対策に、 新たに原子力災害対策を加える。

（従来）
県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の実施責任及び役割

県民圃自主防災組織・事業者の実施責任及び役割を追加
1 県民
(1）県民は、常に風水害等に対する危機意識を持って、自らの身の安全は自ら守る自助の取組を実践し、防

災・減災対策を講じるよう努めるものとする。
(2）県民は、地域において、自主防災組織、事業者及び防災ボランティアその他防災活動を実施する団体等が

実施する防災・減災対策に積極的に協力し、自らの地織は皆で守る共助の取組に努めるものとする。

2 自主防災組織
(I）自主防災組織は、地域住民、事業者及び防災ボランティアその他防災活動を実施する団体等と連携して、

地域における防災・減災対策の実施に努めるものとする。
(2）自主防災組織は、地域において地域住民等、県、市町及び防災関係機関が実施する防災・減災対策に協

力し、かつ、災害が発生した場合において地域住民の安全を確保するよう努めるものとする。

3 事業者
(I）事業者は、常に風水害等に対する危機意識を持って、自ら防災・減災対策を実施し、発災時に従業員

等の生命、身体を保護するとともに、発災後の円滑な事業継続に努めるものとするe

(2）事業者は、地域において地域住民等、自主防災組織、県、市町及び防災関係機関が実施する防災・減災

対葉並びに防災活動に積極的に協力するよう努めるものとする

（従来）

なし

【新規追加】

三重県の地形的・気候的特質や県内で発生した既往の風水害事例等から、三重県が置

かれている現状等を明らかにし、計画見直しの背景を示す
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三重県地域防災計画（風水害等対策編〉の見直しについて

第2部災害予防・滅災対策

『第2部災害予防・滅災対策』では、地域防災計画（地震・津波対策編）との整合を図り、各節ごと1ゴ防災・滅災重点目標』を定めるなど様式を改めるとともに、特

に自助・共助による対策の強化や防災体制の整備に力点を置いて構成を見直す。

見直しの要点 γE臨調温幽臨調 ※ 基本的に、地震・津波対策編とほぼ同織の内容

【新たに追加した節】

【第1章自助・共助を育む対策の推進】
0第1節「県民や地域の防災行動の促進」（「自助Jr共助Jによる防災行動の促進）
0第2節「防災人材の育成・活用」（地域や企業、女性や若者等を対象とした防災人材の育成・活用）
【第3章風水害に強い県土づくりの推進】

0第1節「水害・高潮被害予防対策の推進」（水害・高潮対策にかかる従来の内容からの制新）
0第3節「農地・森林・漁村の防災対策の推進」（農地・森林・漁村の防災対策にかかる従来の内容からの刷新）

【第5章防災体制の整備・強化】
0第8節「災害廃棄物処理計画の策定」（「三重県災害廃棄物処理計画（仮称）」の策定、災害廃棄物処理にか

かる広域的な応援体制の整備、「市町災害廃棄物処理計画」の策定支援）
【第6章 特定自然災害への備え】
0第1節 「局地的大雨・竜巻・雪害に備えるための追加対策（突発的な気象事象や大雪に備えるための対策の

追加）

l地震津波対策編同様、各節の第1項に防災滅災重点目標、第2項lこ「公助J明 ｜ 
『自助J別の対策項目を設置 ｜ 

第2章災害予防計画

第1節防災思想、・防災知識の普及計画

’~ 1 項計画目棟
C操民が鳴らの身の安剣立自らが守るJという自覚を持つ，

()l）！制＝強い県tを支える人保氏 蹟員｝をつ〈る．

C輔!Jlに附~tu，民組動を展開し‘ 防民岨土の醸成を図る．

情2項対鏑
・曜の明則暫ずる肘傭・

1 県民I~唱する菅直計画（臓障企画部、 環壇生活部健康福祉剖L 防災封策部｝

県民カ物山田正しい且1aと1判断を持って行動できる上う．ハンフレット、チラシ等'<of怖宅し．科開店町民行

事1宅配布するとともに．横倒倒閣と協}Jしてマスメディアを量じて山由「仏．尽忠措置r.. oi：蹴VJ耐 ~l;:j苦め

る

また．防批畑誌の持止にあたっては‘単開極E車内車要性に矢内る県民自庵解を凶りつつ、特に高働鼠障

がい昔．外掴人.IUIJ児蹴陣。事由民岩崎重援逼古に十分配慮し．地埴で災害時製硯縄問止即喝体制

が世偏されるよう~~るものとする． さらに、男立政}jの提唱に置法した防虫を車めるため、防拠に隙切る
政策・カ劃決定過開止E烏崎県内現嶋における主性d車両を世よし．男女Jl[oO診暑の＆I<を取り入れた跡w.体
制を直立場るヒう民的るも由とする，

2 児童生徒窃に対する曹及計画（教育壷量童｝

拠品乃需主事にllH＂ろ科学的Jn捧乃持及、民符予防．置量方法.￥期量彊内量E性尊民宮崎J)紡県知鎌を

児島’I従等に罵解させるため．缶千載｛随自におlぺ11地峡コミュニティl二割？る多fl/主主体¢澗ゎηの＂＇

で噌瞳の寅：l1'1lこ聞した防提粧宵をIiい．理蹴損百四且び自主j/j興組織耳と協力した防災』醐を克範’るを岬と

す＂＇・
3 組員に剖する防虫教育 哩由民封箪型車｝

県aa11.鈍省二関する豊富なE践と適切nfl断力が求められるので..cm研修曹を側Hして．防災相官

の徹底を向ろ

fl＇－・民吉明に迅速.0鴻！＜Ii車両とれるよう提出巧＂事荷 マニュアルを作成し、そ曲崎容についてUH
に周知徹底E凶る

4 ．人備管の僧車（鞠陣企画商L環焼封書’弘前民対車部）

損害量生に伴ヨ水；11雌設や商童施設J》鮪壇止び交通網泊、1・断事にLり飲科水且ぴ企料帯のil』辿な品場者カt

Iiえない＇＃態が出直されるため、 3円分自企料.~料水．機帯トイレ．トイレットベーハ一等＂Jflil'I時i 非常

f.t/11品｛紘愚前． 情• l '>ll灯． ラジオ、 性宿泊専）の準備埠．個Alこおいて醐帯してお〈ょう‘住民に広制レ
てい〈もωと4・ゐ

5 企繍M!J!の促進（11;',Jl対軍師

世刻遣:IHIゆ防県立称））荷崩を幽るとともに優良企業車器、世主岬防肢に悟る取り組みの制剛甘評価等

に」ヒり企耳切幼虫川旬川田避を凶るものと寸る

支え.11>;皐を地岨コミュニティの 抗としてとらえ．地駅噺畑lit脊へ＂l/11悩間帯脚岬びかけ、防!JI.
にIIわ「るアドパイスを行うものとrる．

第 1章 白助 ・共助を育む対策の推進

第 1節県民や地峻の防災対策の促進（子高I)

JI' iJ軍筋；止 措災』E点目恨

［現IE白状態］ ［二の計岡がめざt状態］

多くの県民が、自宅や学位．動務尭等 はとんど心県民刑、 l'I宅等周辺山風水

宙開の儲桐や避置場所、軍族問由連絡}j

法曹を把』起しており，また．地峨におけ

る車櫨計副づくりや遊瞳訓悼の実施に取

り飢，，＂いる 内

の周辺で岨水害発’t時にどの之うな状祝Irーへ
になるのかの抱慣や.!JI.宙種別ごとの避l'-v'
彊場所、車脹聞の連絡)j悼の摘却、附情

等が十分でえよい．

続2l耳対1(1.ljj目

［弘!Vil
実崎主体 対事t 対慌（fl;’a助） J!I日

Ill同水害に関するt.?帽のn供

・県民 1121防ti!.関陣胸間帯と連携した防災思思・防災担蔵山

県 ・ ｜ 特此・唖量事車内実施

｜川市町内地埴防民対置に関寸る骨且 ・曹尭事章への
：市町 I 

l 主Ill
!fl約金等地瞳コミ Irn a-1<高対策に陶よる轡且書発事章由主崎

市町 ユエティ I <!J園水宮町道置計圃づくり由促進

i住民 I rn風水害則前に開場る菅直 ・I'!克事量の実鐘

I共孟ii.l
主砲主体 ． 対輩

自主防提組鑓 ・地埴住民

防災活動に取η
I住民や側部骨

組lむ1¥p O帯

県民を剛容とし：

て'f.1!を展開し：
県民

ている防民側保 I
償問

f自助i

対策（活動｝項目

(I)県や・Ii町のIii出思忽防虫知議の普止曲発事量

への協h
ill風水富岡避置計同づ〈”の推進止ぴ避量調抽町東

純

白Ifl踊l織の活動内情輯毘耐と協h関陣の備軍

I?) U＼や111町の防見思mlililJi.知占星J)再比 百発事量

への協力

Ill 411!li.酬を砲した防災忠思防災知識の持品再

強事盟の完紬

121 uもやl!!•fJJ防出忠雄・防災J11•躍の普及 ・ 再発＇J：車
への協h

完結主体 制寵 ｛活動）耳1円

{l) H宅や姐Ji.if学尭得白血水制キの悌佃杷I記
県民 ！？｝家臨防災企織の聞AF

(3) ”瞳災後の世l!i ~I也のι的”の防；~材置のIt虚

第1章自助・共助を育む対策の推進
0 風水害に関する防災啓発の推進（第1節「県民や地域の防災行動の促進J)

O 個人備蓄の促進（第1節「県民や地域の防災行動の促進」）
o rみえ防災・減災センタ一Jによる防災人材等IJ、ノースの活用（第2節「防災人材の育成・活用」）
0 自主防災組織、消防団等の育成・活性化の促進（第3節「自主防災組織・消防団・水防団の活動支擁及び活性化」）

O 災害時のボランティア受入体制の整備（第4節「ボランティア活動の促進J） 
0 学校防災リーダーの養成、防災ノートを活用した防災教育の推進（第6節「児童生徒等にかかる防災教育・防災対策の

推進J)

第2章安全な避難空間の確保
0 避難路、避難場所等の整備促進（第1節「避難対策等の推進」）
O 避難誘導・情報伝達体制の整備（第1節「避難対策等の推進」）
0 避難所運営マニュアル策定指針の活用促進（第1節「避難対策等の推進」）

O 災害時要援護者の避難支援体制整備（第1節「避難対策等の推進J)

0 観光客、帰宅困難者等対策（第l節「避難対策等の推進J)

0 ペットの同行避難の体制整備（第1節「避鍛対策等の推進J)

第3章風水害に強い県土づくりの推進
0 計画的な河川整備と河川のソフト対策の促進（第1節「水害・高潮被害予防対策の推進J)

0 海岸保全施設の老朽化・浸食対策の促進（第1節「水害・高潮被害予防対策の推進」）
0 避難判断情報提供体制整備（第1節「水害・高潮被害予防対策の推進J)

0 土砂災害情報等提供体制整備（第2節「地盤災害防止対策の推進J)

0 農地・森林・漁村の防災対策の推進（第3節「農地・森林・漁村の防災対策の推進」）

第4章緊急輸送の確保
0 緊急輸送ネットワークの確保（第1節「輸送体制の整備」）
0 三重県トラ‘ンク協会との協定による緊急輸送体制の確保（第1節「輸送体制の整備J)

第5章防災体制の整備・強化
0 県災対本部機能等の整備・充実（第1節「災害対策機能の整備及び確保J)

0 地域における災害医療ネットワークの構築（第3節f医療・救護体制及び機能の確保J)

0 国・都道府県・市町・防災関係機関等との受援・応援体制の整備（第4節「受援・応援体制の整備」）

O 災害廃棄物の計画的な処理体制の整備（第8節「災害廃棄物処理体制の整備」）

第6章特定自然災害への備え
0 局地的大雨対策・竜巻対策・雪害対策の推進（第1節「局地的大雨・竜巻・雪害等に備えるための追加対

策」）

15 



三重県地域防災計画〈風水害等対策編）の見直しについて

『三重県災害対策本部運営要領』をベースにした、第1章から第3章に掲げる現在実施している対策に、『いつ（いつまでに）、誰が、何を』すべきかを系統的に整理

した計画で、ある『三重県版タイムライン（仮称）』を策定し、現在の地域防災計画の対策にタイムラインの視点に基づく新たな対策を重ねることとする。

届亙誼E耳障重ヨ掘調h"君E型ID!蓮ヨ国I;目E週JD]遇盟理週w圃， r:=J E司

現行計画 新計画

.,. ll!，応急調鍍野薗 第4章 lit書復旧計画

111・l曙圃像情 ’111< I公災錨草損害復IB・E・－＋薗 第3部
台風接近時等の減災対策’12・l盟曹剖’R賓賓の憶保

'112・l財政傘量計橿

’13・l自衛障災・r.11遺書舗

113・ ｜中小企稼銀興錦織

’I•・ lボランテイアの量入体調 災害発生が予測された
時点で取る事前対策

努4節 l・t体，..健.安定剣’E
..節｜気a，極量ぴ・・・＠伝達活動

3前節 l値災者の生活健保
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第0章
（平成29年度までの暫定配置）

117・~ I量幅置周肘． 鍍6・1・R買4・5皇軍！'Im支血統贋

’柏町 I•個師置置圃

’~·・~I消防，l:3曙鋤

: 0計画を充実・強化するための将来計画
： （＝タイムライン）の導入について記載 ， 

賀、叫~I似蜘靖蜘

’引1・R同調・翁盟関・

’~·咽l本町E蜘
、 ， 

111噛岡市園水害応急対鏡

1114・1111•••活． 第1章～第3章
発災前の防災・減災対策
（主に赤色節の内容）

『三重県災害対策本部運営要領』を
ベースにした、現在実施すべき

事前の防災・減災対策

m・l蝿＂＊ I 

’11•・I•ー・陣表活・

恥市｜抑的防止

’118・｜緊急岨道活働

’11•・~ I肉防!IIヘリコプター活用計値

112叫~I淘よ調書応急剣’R

’121断i危蹴鞠縮世等応急針策

’12211!1公共鎌世・ライフライン嶋誼応急対策

’12舗前｜飢E・・t 洲a・3・IA等突発的阻害に係る応急封’E
第4部

発災後の応急対策
（主に緑色節の内容）

災害が発生した直後に
取り組むべき応急対策

’町2‘’府I＆持’llll'll虫，，応急対・

’125・－｜県民へのE・E・－活．

1126・l腫水車齢

112，・111斜倹鎗車．

1128・｜隼JU~・II・供鎗活・・

112噛｜筋•·保健衛生活勘

’13帽 l輔君勘

第5部
被災者支援・復旧対策
（主に青色節の内容）

’13111'1圃体の複＊・処理温火II

’132町｜ヌ線対鍍

’13舗前｜住宅応急同僚

’134・~llJl・敏朗躍の適用

被災者支援・復旧など、気象事象
が収まってから取り組む対策

館35飾｜見書・圃金・・園物鷺の量入配分

、
1 6 

ー富国圏直E留置－圏口、、e 、

第3部の構成
第3部は、現在実施すべき事前の防災・減災対策について記載する第1章から第3章に加え、それら

現行の計画を充実・強化するための将来計画（＝タイムライン）の導入について記載する第0章を特別に
設けた構成としている。

【三重県がめざすタイムラインの考え方に基づく防災対策】
第3部I二「第0章タイムラインの考え方に基づく防災対策の導入Jを設け、三重県が導入をめ

ざすr三重県版タイムラインJの考え方ついて記載する。

1 三重県版タイムライン（仮称）策定・導入の目的
・台風や前線を伴う大雨については、数日前から規模や進路等が予測可能な場合が多いことから、 各関係機関がこ

の期聞を有効L活用し事前の準備対策を実J，~しこれを互いに共有することにより完安時の迅速かつ効果的な
長害対策活動ひいては滅災に大きく寄与する』とが期待される。

この事前の防災・減災活動を整理・共有するため、三重県版タイムライン（仮称）の策定・導入を進めることとする。

2 三重県版タイムライン（仮称）の取組主体
・三重県版タイムライン（仮称）の取組主体は、 l早~害対策本部及び県地方災害対策部の活動に関係する県庁部局
あよび地主唱~開とする。

3 三重県版タイムライン（仮称）策定の進め方
三重県版タイムライン（仮称）の策定を「三重県新鳳水害対策行動計画jの行動項目として位世づけ、平成27年度

から県関係部局、市町、関係機関が参加する場を設けて、現在検討中の国土交通省や紀宝町のタイムライン等も

参考にしながら検討を行い、 「三重県新風水害対策千T勤計画」の計画期間中の策定をめざすこととする。

4 市町や防災関係機関の協力
－タイムラインの策定・導入にあたっては、住民に対する情報提供、避難勧告等の発令などを担う市町や、気象台、

公共交通機関事業者などの防災関係機関等との調整や協力が必要となることが想定されるため、これら市町・関

係機関等に関係する事項については、適宜、意見支換与を行い、調整や協力を求めることとする。

県全体の災害対応力の向上を図るためには、住民や企業、観光客等の避難にかかる直怯的主権限を有し、より現

＂＇＇－迎い立場で幅広い防災対策を担う市町が得片の視点でタイムラインの考え方を取り入れた事前防 災・滅災

~］主を品しる」とが必要であり、このことは、様々なステークホルダーを有する各防災関傍機関においても開株であ
ることから、市町及び防災関係機関においては、三重県版タイムライン（仮称）検討への協力とともに、 自らの~~－
拡関1おけるFイムライノの策定や、タイムライノの考え方を取り入れた防災対策の号入1－ついてのh討をする。

タイムラインについて
0タイムラインとは、米国に端を発して導入が進み、圏内では、 「発災前から関係機関が実施すべきことをあらかじめ

時系列にプログラム化したものJ、「時間軸に沿った防災行動計画J等として訳され、紹介されている。

0台風等の発生から被害に至るまでに可能な事前準備対策について、いつ、誰が、どのような防災行動を行うかに

ついて、明確にするものである。

0現在、国土交通省において導入に向けた検討が進められるとともに、 三重県においては、紀宝町が同省の協力を

得ながら試行に取り組んでいる。

、 ノ
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置第3部台風接近時等の滅災対策（続き） ] 
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タイムライン策定・導入に向けた検討の進め方

0 三重県版タイムライン（仮称）の策定・導入に向けた検討を行うにあたっては、
－既にある取組で、タイムラインの考え方に沿った取組がで、きている対策項目
－既にある取組であるが、対策の時間軸を広げ、タイムラインとして再構築する必要がある対策項目
・タイムラインの考え方を取り入れ、新たに取り組むべき対策項目

という視点で整理・検討することで、タイムラインの策定に必要な対策項目を洗い出すこととする。

0 県が主体となるべき事前防災・減災対策と市町や防災関係機関が主体となるべき事前防災・減災対
策という視点からも検討を行い、 これらの検討結果をもとに三重県版タイムライン（仮称）に取り入れ
る対策項目を整理するとともに、市町や防災関係機関に協力を求める対策について整理する。

0 対策項目の洗い出しゃ整理・検討にあたっては、 市町や防災関係機関の協力や参画を求め、各々
の防災対策と三重県版タイムライン（仮称）との聞に翻臨が生じることがないよう努めるとともに、検

討結果については、 市町や防災関係機関がタイムラインの考え方を取り入れた対策の導入を検討す
る際の参考に供する

タイムライン策定に向けた検討（確認）項目の例

【第1章災害対策本部機能の確保】

（第1節準備・警戒体制の確保関連項目）
①タイムライン適用判断・進捗管理

（第2節予報・警報等の伝達及び情報収集体制の確保関連項目）
(fl台風・気象情報等の整理・分析

¥2J公共交通機関運行情報の把握及び広報

【第2章避難誘導体制の確保】
（第1節避難所の確保及び早期避難の促進関連項目）

①早期避難支援体制
②広域避難実施体制
三）避難所指定県有施設での避難所開設・運営方針

（第2節災害時要援護者の保護関連項目）

①災害時要援護者への情報伝達・早期避難支援体制

（第3節学校・固における児童生徒等の安全確保関連項目）
（わ学校（園）における児童生徒等の事前の安全確保

【第3章災害未然防止活動】
（第1節公共施設の災害朱然防止体制の確保関連項目）

1J県有施設における被害朱然防止等対策
,_z施設利用者の避難対策等

，~ ，道路の要注意箇所・区域等の事前対策
（主］道路施設被災箇所確認・応急対策

（~~）県管理下水道・水道・電気施設の要注意箇所等の事前対策
｛重県管理下水道・水道・電気施設被災箇所確認・応急対策
！？）県管理ダム・せき・水門・樋門・排水機場等の事前対策

き）施工中建設工事現場等での事前の安全確保対策
（第2節水防活動体制の確保関連項目）

1雨量計・水位計の動作状況の事前確認等

（第3節県民・企業等による安全確保関連項目）

∞「防災みえJPJや「メール配信サーピ、スJ等を活用した災害関連情報の配信等

、

~ 

第1章～第3章には、三重県災害対策活動実施要領」をベースにした、現在実施すべき事前の
防災・減災対策について記載する。

第1章災害対策本部機能の確保
0 災害対策のための準備体制（第1節「準備・警戒体制の確保J)

0 県災対本部・地方部（警戒体制）の設置（第1宣告「準備・警戒体制の確保J)

0 気象情報・予警報の収集・伝達（第2節「予報・警報等の伝達及び情報収集体制の確保」）
0 水防警報の発表・伝達（第2節「予報・営報等の伝達及び情報収集体制の確保」）
0 土砂災害警戒情報の発表・伝達（第2節「予報・警報等の伝達及び情報収集体制の確保」）
O 被害情報等の収集・とりまとめ（第2節「予報・害報等の伝達及び情報収集体制の確保」）

0 被害情報等の関係機関への情報提供等（第2節「予報・普報等の伝達及び情報収集体制の確保」）

第2章避難誘導体制の確保
0 市町避難情報の収集・とりまとめ（第1節「避難所の確保及び早期避難の促進」）
0 市町に対する避難勧告等の判断支援（第1節「避難所の確保及び早期避難の促進J
O 県有施設での避難所開設（第1節「避難所の確保及び早期避難の促進」）

0 災害時要援護者の避難状況の把握・受入調整等（第2節「災害時要援謹者の保護」）
O 休校措置の実施（第3節「学校・圏における児童生徒等の安全確保」）
0 児童生徒等の安全確保（第3節「学校・園における児童生徒等の安全確保」）

O 私立学校の管理者を対象とした対策（第3節「学校・園における児童生徒等の安全確保」）

第3章災害未然防止活動
0 公共施設等の安全確保対策（第1節「公共施設等の災害朱然防止体制の確保」）

O 被害情報の収集（第1節「公共施設等の災害来然防止体制の確保」）
0 ダム・せき・水門・樋門・排水機場等の操作（第1節「公共施設等の災害朱然防止体制の確保」）
0 水防活動の実施（第2節「水防活動体制の確保J)

0 「防災みえ.jp」や「メール配信サーピ、スJによる災害情報等の提供・伝達（第3節「県民・企業等による安全確
保J)

O 報道機関に対する避難・被害情報等の提供（第3節「県民・企業等による安全確保」）

0 災害情報共有システム（Lアラート）を活用した情報提供（第3節「県民・企業等による安全確保J)

1 7 
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［ 第4部発災後の応急対策 J 

『第4部発災直後の応急対策』では、従来の「第3章災害応急対策計画』の内容のうち、災害が発生した直後に取り組むべき、緊急性の高い応急対策活動の内
容を記載する。また、紀伊半島大水害など、近年の災害事例等で得た知見から得た対策を加える。

【新たに追加した節】

【第1章災害対策本部活動の実施】

0第4節「災害情報等の収集・伝達及び広報態勢の確保と運用」（災害発生時の情報収集・伝達・広報体制等）
【第4章緊急避難対策】
0第2節「災害時要援護者対策」（高齢者、障がい者、外国人等の災害時要援護者に対する避難支援等）
【第5章特定自然災害対策】

0第1節「局地的大雨・竜巻・雪害の対策」（局地的大雨や竜巻、大雪発生時の対策）

各節に主担当部隊を明記し、第1項に活動方針、第2項に活動開始時期を明記した対 ｜ 

策項目を記載する ｜ 

第3章災害応急対策計画

第 l節活動体制

第？現 防民自陣

OJ反容量生時巳守迅速かつ的確な見容応急対軍刑鼻緒できる体制苦情畢ずる．

車2項酎 薗

・燥が実II!「する対揖

1 果的活動体制｛防民間後師）

(I）県・!Ji対本圃：

県員対＊吊は、換の地域に見書が発生し、めるいは？を’やするおそれがあって民害予紡及tJ.虫彬応

急対置訴動を強力に縫避する必要があろ省司会基本陸軍23'1:oの制定に基づき設置守る狩別の組舗で

あり． その』訓Ii . 三 il\1~，jl( ：！！~l革本閣に関する条倒｛咽制 l7. I 0.1 3」盟県条例閉＜5副首 I•！艦行

盟削｛附fu3U.；三盤県鹿刷茄 ll号）の定めると±ろに上ろが 憐槍及凶稀常事拐の似盟は．次

のとおりである

ア投信

県民対本部It次if)制官に設置・；る

｛ア｝県内に気象車務it（昭如 li句itW罰 1s；丹）Iこ基づ〈器！＜！..暴風苛大南（雪上高潮又は

出水普織が発表されたとき、

（イ）~＇内に気象主務t去に品づ〈樟；n聾報 1<1U：雨． 出t債務しくは洪水住吉慣が完走された嶋合に

おいて 知事が必Eと認めるとき

（ウ｝その他異常必白然現lllXltJ、品附阪国にkる民下降で知事削必墜と認めるときー

イ 腐 1t. 

県占地f占内に'Ii書の拡大するおそれがた〈たり見苦悩；~－It買がおおむね完了したと本部民りa

$1訓認めたとき

ウ 杷陥体制

本庁は 被害，，臨除止び峰崎並びに見書完治挫の応急対軍を迅通がコ的確に推進するため．次

の基燃による配由の体制を整える

県地域情聞も． この基'1'・に，，.じて！それぞれの地銭円特性．機聞の闇棋且び任筋に即応した体

制を担えるもνっと切ろ

（ア｝市織体制

県内に史容が翌生且IJ予想とれる場合で.'I'瞳司維持に伴い草やかに叫民対本揮を設置する

ための前段階として r微l自体制Jを次山場合に杷闘するものとせる

第 1章 災害対策本部活動の実施

第1節災筈対策活動の実施体制の確保 （般！）

【主担 当 部 隊l：総括部隊（総括漉‘ 情報班‘総務班、派遣班）

第ll亙，；~動方針
。 県ti<対本部は；~事情僚の収集、災害応車対面白翼緒方針の作成、 関係機関等と由連絡調整l<v＇災

害応垂対策を行弘

0 !I<害が畦生し、世害の位大が見込まれる場合は、 全斤的に~害対応を最置先して実施するために
県民対本富田配欄体制を増強L..tl<害対情活動にあたる．

・1Ji2 I冨主義i¥"・！箆項目4一一一一一一
さi:N軒、＇＂＂’町時旬嘩 量事弘、収集情報（眠草先｝

良害対慌のための 防ti<対買部、地
割畢予普報埠（覗草古）瞳l出体制 瞳肪斑総合事務配柵基準：~基づき逮刊、に

所等

県制）災対町本役部世｛宮戒体 総班）括部隊（総括 設置基準に基寸き速やかに 現象予誓報埠（質草台）

地由方設i協'Jl （野球体制｝ 地方都（総括班｝ 設置基準に基づき速や7J、に ・気~予警報埠｛気里吉）

提持発生時OJ情報総括部隊｛情報 ［災害発生置後l ・民事葺生情報‘被害情報

収集 班色部．派隊遣珪｝ ~害が草圭次培、速や功、に 司‘

（市町．各部隊）

県富応急対前実且i総括部隊（総括 ［災害発生桂］ 虫 害発生情報、被害情報

Ji針の作成 班‘総防車） 災害情報を詣l3次第．連やか 嘩

各部隊 に ｛市町各部隊｝

災苫派遣要訓導的総括部隊
災害猪生情報、被害情報

[ti<書量生i量］ 等

実施 （派遣 班） 民害対東翼施方針を作暗IX!晴 （市町各部隊｝

.iii.¥革対甘1活動的実 告部隊
ex害発生陸l ・災害鞄生1育棟、被害情報

災害対南婁範方掛を惟成し． 嘩
施

各機関との調！：！＇ができ次箭 ｛市町、各部隊｝

災宮対策活動体制 結括部隊（~／，＼ ［災害誕生陸1 ・災害量生情報．被害情報

の咽強 班｝ 災害情報を随ti次貨店、速や為、 ljj;

各部隊 に （甫町．骨許，隊｝

※ 『活動開始（叩樹）時期Jは対策｛情動）を開始する昨！聞の目安である

第3項対策

・県が真施する対策

1 災害封策のための準備体制 （防災対策部、地織防災総合事務所等）

第1章災害対策本部活動の実施

※基本的に、地震・津波対策編とほぼ同棟の内容
（第Sl主を除く）

0 災害対策統括部部隊編成による災害対策活動の実施（第1節「雪戒体制・非常体制による災害対策本部活
動」）

O 各関係機関ごとの通信手段、通信途絶時の代替手段の整理（第2節「通信機能の確保」
0 緊急派遣チームによる情報収集体制の整備〈第4節「災害情報等の収集・伝達及び広報体制の確保と運用J)

O 県内市町聞の応援・受援体制の調整（第5節「県内市町間応援・受援体制の整備J)

第2章緊急輸送機能の確保及び社会基盤施設等の応急復旧
O 緊急輸送道路の確保及び緊急交通路の指定（第1節「緊急の交通・輸送機能の確保」）
0 7)<.防警報等の伝達、水防活動の実施（第2節「水防活動J)

0 公共施設、ライフライン施設等の応急対策、二次災害防止措置等の実施C第4節「公共施設被災時の応急対

策」）
O ヘリコプターの応援要請、活動拠点確保（第5節「ヘリコプターの活用」）

』圃・ー－
F・・・・・・

第3章救助・救急及び医療・救護活動
0 救助・救急及び消防活動の調整（第1節「救助・救急及び消防活動」）
0 活動拠点等の確保、重機・資機材の調達等（第1節「救助・救急及び消防活動」）
0 三重県保健医療計画に基づく災害医療活動内容の見直し（第2節「医療・救護活動J)

第4章避難及び被災者支援等の活動
0 避難の指示等（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営」）

0 地すベり等防止法に基づく知事の措置（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営」）
0 水防法に基づ、く知事等の措置（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営」）

0 放送事業者を活用した避難勧告・避難指示等の広報（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営」）
O 防災メールを活用した避難勧告・避難指示等の広報（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営」）
O 県有施設の避難所としての活用（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営J)

0 船舶の避難所利用（第1節「避難の指示等及び避難場所・避難所の運営」）

0 災害時要援護者・施設等の被災状況の把握・受入調整等（第Z節「災害時用援護者対策」）

O 災害時要援護者への応急対策情報等の提供（第2節「災害時用援護者対策」）

0 学校・聞における児童生徒等の安全確保（第3節「学校・薗等における児童生徒等の避難対策」）
O 学校・闇の被害状況等の把握・情報提供（第3節「学校・圏等における児童生徒等の避難対策J)

O 児童生徒等の下校文は保護継続の判断（第3節「学校・園等における児童生徒等の避難対策J)

第5章特定自然災害対策
0 局地的大雨対策（第1節「局地的大雨・竜巻・雪害等の対策」）

O 竜巻等突風対策（第1節「局地的大雨・竜巻・雪害等の対策J)

O 雪害対策（第1節「局地的大雨・竜巻・雪害等の対策J)



三重県地域防災計画（風水害等対策編）の見直しについて

「第5部被災者支援・復旧対策Jでは、従来の「第3章災害応急対策計画Jの内容のうち、被災

者支援に関する内容や被災後の復旧に関する内容、および従来の『第4章災害復旧計画』の内容
をもとに、紀伊半島大水害など、近年の災害事例等で得た知見から得た対策を盛り込み、記載する。

【第2章避難者支援等の活動】
0第3節 「救援物資等の供給J（被災者への救援物資等供給体制等）
【第5章復旧にかかる支接措置】

ーO第1節「廃棄物対策活動J（災害廃棄物等の処理体制等）

※ 基本的に、地震・津波対策編とほぼ同様の内容

第1章災害対策本部活動体制の確保
0 災害対策本部継続の判断（第1節「災害対策本部の継続・廃止」）
0 国・他府県等への応援要員派遣要請（第2節「国・他府県からの応援受入れJ
O 災害救助法の適用・運用（第l節「災害救助法の適用J)

第2章避難者支援等の活動
0 長期滞在を見通した避難所運営計画の検討・調整（第l節「避難所の運営」）
O 県内外への広域避難受入要請（第1節「避難所の運営」）
0 救援物資等の調達・供給、燃料確保（第3節「救援物資等の供給」）
O 応急給水活動の実施（第4節「給水活動J)

0 みえ災害ボランティアセンターの設置（第5節ボランティア活動の支援J)

O 防疫活動・食品衛生監視・健康管理・ベット対策の実施（第6節「防疫・保健衛生活動」）
O 災害警備活動の実施（第7節「災害警備活動」）

0 検視場所・遺体安置所の調整（第8節「遺体の取り扱い」）

第3章社会基盤施設等の復旧・保全
0 施設の復旧活動、災害復旧事業の実施（第1節「公共施設等の復旧・保全J)

0 農作物・畜産・森林・水産物被害軽減対策（第2節「農作物等の被害軽減対策J)

0 市町水道施設応急復旧活動への参加（第3節「ライフライン施設被災時の応急対策J)

第4章復旧に向けた対策
0 し尿・生活ごみ・災害がれき等の処理（第1節「廃棄物対策活動」）
O 応急仮設住宅等の確保（第2節「住宅の保全・確保J)

0 災害時の応急教育の実施判断、 教職員の確保（第3宣告「文教等対策」）
0 三重県災害義援金募集推進委員会・配分委員会の設置（第4節「災害義援金等の受入・配分J)

第5章復旧にかかる支援措置
0 激甚災害に係る財政支援措江主主（第2節f災害復旧事業にかかる財政支撮」）

O 中小企業・農林漁業復旧対策（第3節「中小企業・農林漁業復旧対策J)
0 被災者生活再建支援法に基づく支援金等の支給（第4節「被災者の生活再建に向けた支援J)

! 第6部事故等による災害対策

『第6部事故等による災害対策Jでは、従来の計画の内容のうち、危険物施設等の重大事故や
大規模火災・林野火災などの事故等対策について、自然災害とは別建てにしてまとめて記載する。

【事故等対策の部を新設】
従来の計画では、自然災害と同じ予防対策、発災後対策の章に、事畝等対策が記載されていたが、新計

画では事故等対策を自然災害から独立させ、第6部にまとめて記載する。

【原子力災害対策の新設】
新たに節を設け、近隣県に立地する原子力発電所において事故等が発生した場合の対策を、以下の項

目により盛り込む。

【対策項目（案）】

1 災害情報の収集・伝達・広報

2 環境散射能モニタリングの実施

3 防護措置

4 放射性物質における環境汚染への対処
5 県外からの避難受入

6 風評被害等の軽減

7 心身の健康相談等の実施

第1章重大事故等対策
0 危険物施設の予防及び事故発生時の緊急対策（第1節「危険物施設等の事故」）
O 高圧ガス施設の予防及び事故発生時の緊急対策（第1節「危険物施設等の事故J)

O 火菜類施設の予防及び事故発生時の緊急対策（第1節「危険物施設等の事故J)

O 毒劇物施設の予防及び事故発生時の緊急対策（第1節「危険物施設等の事故J)

O 放射性物質施設の事故発生時の緊急対策（第1節「危股物施設等の事故」）
O 航空機・列車・船舶事故等発生時の防災体制の整備及び突発的事故発生時の対応（第2節「航空機引j車・船舶事

故等突発的災害への対策J)

0 原子力発電所における事故等発生時の災害応急対策（第3節「原子力災害対策j)

第2章環境汚染事故等対策
0 流出店事故発生時の災害応舎、対策活動（第1節「流出；砲事故等への対策」）

0 ばい煙発生施設、 排水処理施設等に対する緊急防止措置の指示等（第2節「ばい煙施設、排水施設等の事故

対策J)

第3章火災対策
O 大規模火災発生時の災害応急対策、災害救助活動等（第1節「大規模火災の対策」）

O 林野火京発生時の災害応急対策（第2節「林野火災の対策J)



3 三重県石油コンビナート等防災計画の見直しについて

現在、見直しを進めています「三重県石油コンビナート等防災計画（以下「コンビ

ナート防災計画」という。）Jの概要について、次のとおり報告します。

1 コンビナート防災計画の主な修正について

0 現行の 8章構成を見直し、 「第 l章総則」 「第2章防災組織j 「第3章災害想

定」 「第4章災害予防計画」 「第5章災害応急対策計商」 「第6章災害復旧計画J

「第7章東海地震応急対策」とします。（資料3 ( 2 9頁）参照）

0 東日本大震災や南海トラフ地震の県の被害想定調査を踏まえた「三重県石油コ

ンビナート防災アセスメント調査結果（以下「防災アセスメント結果Jという。）」

を参考として災害想定を見直すとともに、災害予防計画や災害応急対策計画を修

正します。

0平成26年 1月に発生した三菱マテリアル株式会社四日市工場の爆発火災事故

をはじめ、最近の重大事故等な踏まえて、災害予防計画を修正します。

2 基本的な考え方

O 東日本大震災の発生や南海トラフ地震への懸念、人的被害を伴う重大事故が全

国的に発生していることを踏まえ、「第1章総則j のうち「第1節 計画の目的j

及び「第3節基本方針Jについて次のとおり修正します。

【コンビナー卜防災計画本編修正案】（抜粋）

第1章総 員lj

第1節計画の目的

右油コンビナート等特別防災区域（以下「特別防災区域」という。）においては、大量

の石油、高圧ガス、石油以外の危険物、指定可燃物（可燃性固体類、可燃性液体類）、毒

物及び劇物等が種々の装置、設備、施設等において、貯蔵、取扱い、処理されているため、

火災、爆発、漏洩若しくは流出その他の事故が発生するおそれがあります。

そこで、本県においては、特別防災区域に係るそれらの災害を未然に防止し、万一災害

が発生した場合には拡大を防止することにより、県民の生命、身体及び財産を保護するこ

とを目的として右泊コンビナ｝ト等災害防止法（昭和 50年法律第 84号。以下「石災法」

という。）第 31条の規定に基づき、予防対策や応急活動等、防災関係機関及び特定事業者

の果たすべき責務等を規定し、特別防災区域に係る総合的な防災・減災対策の基本とすべ

く、本計画を定め、必要に応じてその都度修Eを重ねてきたところです。

そうした中、平成23年3月 11日、東日本大震災が発生し、他県の特別防災区域では、

地震、津波による甚大な被害が生じたこ左から、南海トラフ地震への脅威が高まるととも
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に、特別防災区域における地震、津波による被害相定の見直しゃ、想定される災害に対す

る予防対策及び事業計画等の見直しの必要性が改めて浮き彫りになりましたn

また、近年、特別防災区域において人的被害を伴う重大事故が全国的に発生しているこ

主主主ι笠室事業所における取扱物質等の危険性の評価や教育訓練及び技術伝承の重要性

が再確認されることとなりました門

本県では、これらの動向を背景に本計画を大幅に見直すこととし、このたび、加筆修正

のうえ、公表するとととしました。

平成 27年 3月

第3節基本方針

この計画においては、本県の石油コンピナート地域の立地環境の特殊性を考慮し、特別

防災区域lこ係る災害が周辺地域に重大な影響をおよぼすおそれがあることから、特定事業

者をはじめ、防災関係機関はその果たすべき責務を十分認識し、次の基本方針に沿って防

災体制の確立及び災害の予防並びに災害が発生した場合の応急対策に万全を期すものと

する。

1 災害の防御にあたっては県民の安全対策を最優先する。

2 特別防災区域内に係る災害の態様、発生の可能性等について、防災関係機関等にお

いて共通の認識をもち、災害の予防及び応急対策の推進を図る。

3 災害防止に対する第一次的責任を有する特定事業者は、当該事業所における防災対

策の強化と事業所相互間の協力体制を確立し、平素における従業員に対する教育訓練

及び防災訓練を充実させることにより、災害の発生及び拡大の防止を図る。また、我

が国の社会経済活動を機能不全に陥らせないよう燃料やエネルギー等の供給能力を

量盤墜盗J!tし、早期の復旧復興に貢献する。

4 防災関係機関等の業務及び役割を明確にするとともに、平素から防災関係機関等の

相互の連携堂国五三とに主_l'.J_一体となった防災対策の推進を図る。

3 防災アセスメント結果の反映

(1）災害想定の見直し

「第3章災害想定」については、防災アセスメント結果を反映させ、危険物タ

ンク、高圧ガスタンク等潜在危険性のある施設について、平常時、地震時、津波

時に係る災害想定に、防災アセスメント結果を反映させます。
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＜新たに判明した災害想定＞

ア 危険物タンクの「仕切堤火災」「防油堤火災」、高圧ガス貯槽の「中量流出

爆発・火災」、毒性ガス貯槽の「小量流出毒性拡散J「中量流出毒性拡散」、

毒物・劇物液体タンクの「全量流出毒性拡散」が発生する可能性があり、そ

の場合にはコンビナート区域外に影響を及ぼす可能性があること。

イ 津波の浸水により、危険物タンクが浮き上がり、移動（滑動）する可能性

があること。

ウ 発生危険度は非常に低いが、事業所外へ大規模な影響を及ぼす災害（大規

模災害）の災害拡大シナリオや必要な対応について、今後検討を進める必要

があること。

(2）地震防災対策の強化

発生危険度を低減するため施設の安全性強化対策や事業所の安全管理体制を

強化していく必要があります。このため、特定事業所が①タンクや製造施設の耐

震性の再評価及び耐震性向上対策の実施、②防災通路等防災活動上必要な施設の

液状化調査及び対策の検討に取り組むよう修正します。

【コンビナート防災計画本編修正案】（抜粋）

第4章災害予防計画

第2節 自然災害予防計画

第1 地震・津波災害予防計画

1 特定事業者

特定事業者は、第3章において想定された災害の発生を防止するよ金ι皇l盟三塁盗

るものの他、次に掲げる措置を講ずるよう努める。

斗よ皇室撞蓋

製造施設については、法令等で定められた耐震性能を維持するとともに、想定さ

れる災害の発生を防止するための施設の耐震性の評価及び施設の耐震性を向上させ

るための必要な対策、並びに地稔の液状化に伴う施設への影響の評価及び対策を講

♀ゑ♀ー

また、災害が発生した場合の影響範囲及びとるべき対応等について、検討を行う。

( 3）防災施設等

特定防災施設等及び特定通路等の防災活動上重要な通路、緊急遮断施設、毒性物

質の除害施設並びに水、電気及び不活性ガス等製造施設の運転制御や防災活動のた

めに必要な資源を供給するための施設（防災施設笠立についてι挫震、地震による
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地盤の液状化及び偉波による浸水等による防災施設等の機能低下の可能性について

検討し、地機の液状化対策、設備の二重化及び設置場所の検討を行う。

また、防災施設等に損傷等が生じた場合に備えて、応急措置又は代替措置により

被害が発生する前と向程度の機能を速やかに回復することができるよう、機能回復

のための計画を策定する。

(3）津波浸水被害対策の追加

津波浸水図を基に、詳細な被害の様相を検討し浸水深や津波到達時間に応じた

対策を検討していく必要があります。このため、特定事業者が①危険物タンクへ

の影響調査及び滑動防止対策の検討、②危険物タンクへの緊急遮断弁の設置の促

進に取り組むよう修正します。

【コンビナート防災計画本編修正案】（抜粋）

第4章災害予防計画

第2節 白然災害予防計闘

第1 地震・津波災害予防計画

1 特定事業者

特定事業者は、第3章において想定された災害の発生を防止するため、第1宣言に定め

るものの他、次に掲げる措置を講ずるよう努めるn

はよ阜塗飽乏と2-

危険物タンクについては、津波よる浸水に伴う滑動の可能性について評価を行うと

ともに、滑動を生じさせない為のタンクの適正な液面管理、及び滑動方1主主主量全j_;_

おける内容物の漏洩を防止するー主企2墜急遮断弁。盆量一等九必要な措置を講じる。

(4）大規模災害への対応し得る防災体制の整備

防災関係機関、特定事業者等が一体となって、災害の想定レベルに応じた防

災・減災体制の検討を進めていく必要があります。このため、特定事業者が①事

業所の態様に応じた大規模災害の検討、②大規模災害が発生した場合の影響範囲

及び対応の検討、③関係機関の情報収集・集約を円滑化するため、発災事業所に

現地連絡室を設置するなど体制の強化取り組むよう修正します。

また、防災本部の体制強化として、現地連絡室に防災本部や市から職員を派遣

い現場の一次情報の共有を図ります。
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【コンビナート防災計画本編修正案】（抜粋）

第4章災害予防計画

第 3節大規模災害予防計画

L一畳室主茎重

特定事業者は、取扱物質の種類、取扱量及び製造工程等事業所の態様に応じ、発生す

る可能性は非常に低いものの発生した場合には大きな影響を及ぼすおそれがある災害

について、当該災害が発生した場合の影響範囲及び対応等について検討を行うととも

に、その検討結果等について防災関係機関に提供する。

第5章災害応急対策計画

第2節通報及び情報の収集伝達計画

第 2 災害情報の収集及び伝達

( 3）現地連絡室

特定事業所は、発生した災害の状況に応じ、災害の状況等に関する防災関係機関への

円滑な情報提供及び災害への対応に関する防災関係機関との協議等を行うため、事業所

内に防災関係機関が参集するための現地連絡室を設置するとともに、情報提供責任者を

置く門また、現地連絡室を設置した場合は本部長に報告するn

本部長又は市長は、必要と認める場合は、特定事業所に対し現地連絡室の設援を求め

ることができる。

防災関係機関は必要に応じ現地連絡蜜へ職員を派遣するとともに、特定事業所におけ

る災害の状況等に関する情報等は現地連絡室を通じて収集を行う内

第 13節大規模災害応急対策計画

1 防災関係機関

本部長は現地本部を設置するとともに、県は応急対策のための必要な受援等について

国企立墜盤国（関係特定地方行政機関を除く内）及び他の都道府県との調整を行う。

本部長又は市長は大規模災害が発生した又は発生するおそれがある特定事業所に対

し現地連絡塗金量置を掲示する。

4 重大事故の紡止

(1）重大事故の発生防止に向けた取紹の強化

貯蔵・取扱いしている物質の性状、安全管理上の要件、当該施設の計測装置等の

特性、緊急停止の要領、異常時の危険認識や対応手順等などの教育を実施し、安全

確保においての基礎的な取組みを徹底していく必要があります。

このため、特定事業者が重大事故の発生紡止のため、リスクアセスメントの実施
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とその結果の作業標準等への反映について取り組むよう修正します。

また、特定事業者は教育・訓練の充実のため、①協力会社も含めた安全管理教育

の徹底、②非定常作業に係る教育・訓練の実施、③技術伝承ができる教育体系の整

備など、教育・訓練の充実に取り組むよう修正します。

【コンビナート防災計画本編修正案】（抜粋）

第4章災害予防計画

第 1節事故災害予防計画

1 特定事業者

特定事業者は、第3章において想定された災害の発生を防止するため、次に掲げる措

置を講ずるよう努める内

斗よ且乏生到

法令に定められた規穏類の整備及び保安管理体制を整備するとともに、事業所に

おける取扱物質の積類、取扱量及び製造工程等事業所の態様に応じ、災害が発生し

た場合における事業所の防災体制の構築及び規程基準類を整備する。

はよ盆盤笠翠

法令に定められた技術基準を瀞守するとともに、定期的な設備の点検及て主連盟主

維持管理を行うことにより、施設の健全性を維持するの事業所外に敷設されたパイ

プラインについては、腐食を防止するための施設の維持管理及び敷設状況に応じた

点検等を実施するn

また、施設の設置又は変更を行う場合は、施設の設置又は変更に係る危険性の評

価を実施し、その評価結果に基づき必要に応じ施設の構造等の変更について検討す

亙L

なお、施設の設置又は変更にあたっては、適切な設備管理を実施するために蓄積

された知見及び過去のトラブ、ル事例等を考慮するものとするの

はよ茎藍萱霊

法令に定められた技術上の基準を遵守するとともに、施設の運転管理のための手

順書等に基づき、施設の安全な運転状態を維持するの

主主L運転条件を変更する場合、施設の変更を行う場合及び取り扱う物質宅三盟主

る新たな矢口見等が得られた場合等における危険件の評価、並びに施設が正常な運転

状態から漁脱した場合を想定した危険性の評価を実施し、その評価結果に基づき運

転管理のための手順書等を整備するとともに、必要に応じ施設の変更等について検

置土ゑL

主~霊長笠翠企挫の手順書の整備にあたっては、適切な浮転管理を実姉するた

めに蓄積さ畳主知見及登過去のトラヱ企茅fJu等を三重慮するものとする。
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ill主筆直笠

防災活動の指揮命令を行うための事務所等及び製造施設の運転制御を行うため

の計器室等（事務所等）については、事業所における取扱物質の種類、取扱最及び

製造工程等事業所の態様に応じ、災害発生時に均ヒエ霊登所等が適切に機能するこ

とができるよう必要な措震を講じるn

また、災害発生時において事務所等が損傷又はその機能の低下が生ずることを想

定し、その機能回復及び代替措置について検討を行う

室生箪一教育訓練及ぴ紡災訓練計蘭

第1 教育訓練

特定事業者は従業員及び必要に応じ協力会社従業員等に対し、教育訓練を実施する。

防災関係機関は、講習会等により特定事業所の従業員及び必要に応じ協力会社従業

員等に対する教育訓練を実施する。

1 特定事業者

( 1 ) 特定事業者は、単独又は共同して計画的に従業員及び必要に応じ協力会社従

業員等に対し、次に掲げる項目等に係る教育訓練体系の整備及びその実施を行

ユL

ア従業員の経験年数等に&Ic主整宣宣1鐙

イ 施設の点検及び施設の安全な運転状態を維持する為の作業標準等に係る教育

盟銀

ウ 施設が正常な運転状態を逸脱した場合において行うべき運転操作等に関する

整宣型盤

エ 適切な設備管理及び運転管理を実施するために蓄積された知見並びに過去の

トラブル事例等に係る教育訓練

オ施設の維持管理のための工事、施設の変更のための工事及び施設内部の清掃

生業並びに施設の運転開始作業及び運転停止作業等の非定常作業を行う場合

における作業手順書等の教育訓練

カ 防災資機材の取扱いに関する教育訓練

キ 地震及び津波による浸水、その他異常な自然現象が発生した場合にとるべき

行動に関する教育訓練

( 2）特定事業者はム盆茎且及び協力会社従業員等に対する教育訓練を実施した場

合は、その結果等についての評価を実施し、教育訓練内容、設備管理及び運転

管理並びに事業所の防災体制、防災施設等及び防災資機材の見直し等に反映す

ゑ♀ー
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(2）関係機関の連携強化

国、県、市等の関係機関は、事故発生時の対応や重大事故防止対策における連

携をより一層強化していく必要があります。このため、防災関係機関の相互連携

について明確化します。

【コンビナー卜防災計画本編修正案｝（抜粋）

第 1章総則

第3節基本方針

4 防災関係機関等の業務及び役割を明確にするとともに、平素から防災関係機関等の

担互2連盤を図ることにより一体となった防災対策の推進を図る。

5 災害復旧

(1）コンビナート施設の災害復旧

大規模災害の発生時においても、早期の復旧・復興が図れるよう、特定事業者

は燃料やエネルギー等を供給していく必要があります。このため、特定事業者が、

石油製品の供給施設に係る優先的復旧体制構築の促進に取り組むよう修正します。

【コンビナート妨災計画本編修正案】（抜粋）

第4章災害予防計画

第2節 自然災害予防計闘

1 特定事業者

( 1 0）施設の復旧計画

地震、地震による地援の液状化及び津波による浸水等による施設の損傷並びにそ

の機能が低下することを想定し、必要に応じて特定事業者間で協議を行い、あらか

じめ復旧する施設の順位等について検討を行うとともに、特に石油製品等の社会活

動に必要なエネルギーを供給するための施設については、優先的にその機能を回復

させるための措置について検討を行う n

第 6章災害復旧計蘭

第3節 コンビナート施設等の災害復旧

特定事業者は、特に石油製品等の社会活動に必要なエネルギーを供給するための施設

については、優先的にその機能を回復させるよう努める。

主主ι災害復旧に必要な資機材の確保に努めるほか、施設の復旧にあたっては、必要

に応じて防災関係機関及び特定事業者間で協議を行い、復旧する施設の順位付けJ笠主宜

主よ主主i玉、皇室立主主の検誌を行い、災害に強い施設づくりに努める。
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6 今後の対応

(1）今後、関係機関への意見照会等を通じて修正作業を進め、最終案については3

月 6日（金）の常任委員会でお示しすることとしています。

(2) 3月19日（木）に開催予定の三重県石油コンビナート等防災本部員会議（三重

県防災会議と合同開催）で承認された後、公表します。
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資料3I 
コンビナート等防災計画見直しに係る構成新旧比較

石油コンビナート等防災計画の梅成。日） 右泊コンビナート等防災計画の構成 ｛新）

第1節計画の目的 第1節計画の目的

第2節計画の性質 第2節計画の性質

第3節基本方針 第3節基本方針

第1意 総則 第4節特別防災区血誌の範囲 第，. 総買lj 第4節特別防災区峨の範図

第5節特別防災区械の概況 第5節特別防災区桜の概況

第6節防災計画等の修正 第6節 防災計画等の修正

第7節防災関係機関等の処理すべき事務又lま 第7節防災関係健闘等の処理すべき事務文は
業務の大綱 業務の大綱

第1節防災本飾 第1節 防災本部

第2節現地本部 第2節現地本飾

第2• 防災組織 第3節｜！｜災の害関対係寮轟本｝去に基つえll<.膏対寮本聞lと ．‘圃 第2• 防災組織 第3節防災関係機関 -- 『『

第4節防災関係機関の活動体制 第4節特定事業所 『司』「 活動体制1ま

第5節特定事績所のj舌齢体制 第1節概要 、、、 新第5.第1節で
___,,,,,,, 

通報及び情報 第1節連絡体制 第2節対象施~と災害想定の手法

第3. の収集伝達 第2節災書情報の収集及び伝達 、、 第3章 災害想定 第3節平常時の司事故を対象とした評価

計画 第3節地震・;t波情報等の伝達 、、 第4節地震動（短周期）による災害の評価

第1節想定される災害事象とアセスメントの手法．、、d 『、、』 第5節津波による災害の評価

第2節平常時の災寄想定 ノ／’~3章『通銀及び情報の眠 、＼ 第6節大規復災害の評価

第3節地震時の災害想定 ／ 集伝遣計画』を削除し、 ) 第1節事故災害予防計画

第4章 災害想定 l出：第第事6噛1品節節l回｜事聞設出故に災製よ書書る予予継品防防盆計計犠画画曹の圃想定圃、、Yヰ＼＼ ＼ 司 新’g5章『災害応急対策計 第2節自然災害予防計画

画』に盛込み
第3節 犬規..災害予防計画 、‘

、 』 戸／ 第4節教育訓練及び防災訓練計画、そ

＼ 第4章災害主防計第5節防災資機材等の蜘強化計画 、〉『『鳩模 災害正

第6節通信級備強備強化計画 ｛ 防計画』を追加

第3節教育自II線計画 ＼＼  ＼ 第7節緩街地帯又は緑地の整備計画 ＼』

M 災害予防計第4節防災資機材等の蜘問画 防災アセス川 0 ヘ 間航空間に関する予防相

画 第5節通信股備整備強化計画 ／ 定量的摘 が出来 ｜＼ 第9節防災に関する調査研究

第6節緩衝地帯又は緑地の整備計画 1、 なかったため削除 、、＇＂lI 第1節防災本告rn.ぴ現地本部の活動体制

第7節防災に関する翻査研究 "-...... ~〆 1第2節 通報及び情報の収集伝達計画 、
第8節航空機事制、関する予防計画 第3節事故災寄応急対策計画 れ
第1節事前の防災対策 『 第4節自然災害応急対策計画 、
第2節制聞の実施すべき陣震防災応急対策 第5節救出応急対策計画 t¥ 
第3節讐戒宣言等の情報伝憧 第6節救急医療対策計画 l¥ 

災害応急対
東海地震に関第4節保安対策 第s• 策計画第7節防災資機材鋼連・繍送計画 旧’ga•から

第6章する地震防災都節消防対策 代 第8節蹴開計画 ｛ 盛込み

応急対策 第6節医療対策 、、、 第9節 応爆要輔骨十面 、、

第7節蹴対策 ＼ 悌10節住民等｜こ対する広報計画

第B節交通対策 ~ －、、、 障11iil交通規制対策計画

第9節緊急脱計画 ー ／旧第6章『嶋崎に闘す 、 際12銃自衛隊災害派遣要請計画

第1節事故災害応急対策叫副 る地.防災応急対策』を 瞳 1畑 大規機災害応急計画、』
『『 続’R1•『東海地震応急対 四 v... 

抑制審応急対策叫 簸川動 内災害復1叫財 宝ミご
第3節救出応急対策計画 ""-..... ~ e• 災害Z旧計的公共施級等の災害復l日 会鰍付
第4節救急医療対策計画 『』 ＼ 第3節コンビナート施設等の災害復旧 ｛ 応急計画』剖

暑災害応急対第5節防災資機材間違・輔送計画 第1節目的 、＼ 加
第7皐

策計画第6節遜雛続導計画 第2節事前の防災対策

第7節 応援要初計画 ＼ 第3節各機関の実施すべき地震防災応急対策

第8節住民有事に対する広報計画 ~潮 第4節警成宣言等の情報伝達

第9節交通規制対策計画 第7章 I&第5節保安対策

陣10箇自衛隊災害派遣要請計画 第6節消防対策

第1節災書復旧の基本方針 第7節医療対策

算s• 災害画復旧計 第2節公共施段等の災害復旧 第B節避雛対策

第3節コンビナート施設等の災害復旧 第9節交通対策

第10冒緊急事前送計画
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三重県石油コンビナート等防災計画（概要） ｜ 資料4 ｜ 

l第1章制lj l 
第1節計画の目的

右油コンビナート等特別防災区域について、総合的な防災・減災対策の推進を図り災害から県民の生
命、身体及び財産を保護する。

第2節計画の性質

関係機関が実施すべき防災業務と責任を明確にし、堅密な連絡調整を図るために必要な基本的事項
を定めた総合的な計画

第3節基本方針

・県民の安全対策を最優先 ・災害の態様、可能性等の共通認識を持ち予防及び応急対策の推進
．特定事業者の防災対策の強化
－事業所相互間の協力体制の確立、教育・ ~JI糠等の充実、 エネルギー等の供給能力の確保
．防災関係機関等の相互連携による一体となった防災対策の推進

第4節特別防災区域の範囲（四日市臨海地区、尾鷲地区）

第5節特別防災区域の概況（特定事業所四日市臨海地区 34、尾鷲地区 1) 

第6節防災計画の修正（毎年検討を加え必要に応じて修正 ）

第7節防災関係機関等の処理すべき事務文は業務の大綱

［第2章防災組織 l
防災本部 （本部長（知事）、本部員（県、市、自衛隊、警察、消防機関、事業者等）

現地本部 （災害が発生し、文は発生する恐れがある場合設置現地本部長（市長）

防災関係機関 （県、市等、警察、自衛隊、国の特定地方行政機関等）

特定事業所（自衛防災組織、共同防災組織、広域共同防災組織、特別防災区域協議会等）

：第3章災害想定 ）

第1節概要
石油コンビナートアセスメント調査結果（平成26年3月）を踏まえ、平常時及び地震発生時に発生する可

能性のある災害事象について想定

第2節対象施設と災害想定の手法

南海トラフ、内陸活断層による危険物タンク、高圧ガス貯槽等における災害事象、発生危険度等を評価

第3節平常時の事故を対象とした評価

過去の事故発生状況を勘案し評価（高圧ガス貯槽の少量流出爆発E 火災の発生危険度が高い）

第4節地震時（短周期）による災害の評価

第5節津波による災害の評価

第6節大規模災害の評価

（第4章災害予防計画 ）

第1節事故災害予防計画

特定事業者の予防対策措置（防災体制、設備管理、危険物施設等の運転管理、毒性物質、防災施設の機
能強化、非定常作業時等）

第2節自然災害予防計画

特定事業者の予防対策措置（危険物施設等の耐震化、液状化対策、漂流物対策、防災施設の機能強化
等）

第3節大規模災害予防計画

大きな影響を及ぽすおそれがある災害事象の影響及び対応等についての検討

｜ 第4章災害予防計画（左下からの続き） ] 

第4節教育訓練及び防災訓練計画
作業標準、 防災資機材等の教育訓練、南海トラフ地震時の初動、応急対策訓練の実施

第5節防災資機材等の整備強化計画（必要な防災資機材の適切な配置）

第6節通信設備整備強化計画

専用通信手段の多様化、事務所間防災無線網の整備、従業員の招集手段の強化

第7節緩街地帯文は緑地の整備計画 （四日市臨海地区 9か所、 尾鷲地区 2か所 ）

第8節航空機事故に関する予防計画

特別防災区域内での離発着や上空の飛行訓練等の禁止

第9節防災に関する調査研究

災害想定に関する研究、火災・爆発・流出等に災害発生及び拡大の防止に関する研究

［第5章災害応急対策計画 l
第1節防災本部及び現地本部の活動体制（災害発生時の活動体制）

第2節通報及び情報の収集伝達計画
事故発生時の通報体制（通報基準・通報系統・連絡窓口）
災害情報等の収集伝達（被害情報の収集、現地連絡室の設置、通信手段の確保）

第3節事故災害応急対策計画

火災・爆発応急対策、可燃性ガス・毒性物質の漏洩応急対策等

第4節自然災害応急対策計画

地震・津波対策応急対策等

第5節救出応急対策計画（人命救出活動）

第6節救急医療対策計画（救急医療活動、救急医療搬送）

第7節防災資機材調達・輸送計画（防災資機材の調達・輸送）

第8節避難誘導計画

避難勧告及び指示（市、警察、海上保安部）、避難所の周知等

第9節応援要請計画（他の特定事業者、市町村、 県、自衛隊の派遣要請）

第10節住民等に対する広報計画（災害発生時の的確かつ円滑な広報活動）

第11節交通規制対策計画（救急搬送、防災資機材の輸送を円滑に実施）

第12節自衛隊災害派遣要請計画（自衛隊の応援を必要とする場合の災害派遣要請）

第13節大規模災害応急対策計画
大規模災害が発生文はおそれがある場合の応急対策 （国及び他県との調整、現地連絡室設置等

［ 第6章災害復旧計画 ｜ 
第1節災害復旧の基本方針

災害により被災した施設に必要な措置を講じるとともに、災害復旧の効果発揮させる。

第2節公共施設等の災害復旧

第3節コンビナート施設等の災害復旧

第7章東海地震応急対策 l
東海地震に対する注意情報、警戒宣言発令に伴い実施する対策等

第1節目的 第2節 事 前 の 防災対策 第3節各機関の実施すべき地震防災応急対策

第4節警戒宣言等の情報伝達 第5節保安対策 第6節 消防対策 第7節医療対策

第8節避難対策 第9節 交通対策 第10節緊急輸送計画
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